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平成１４年２月期　　　　決 算 短 信（連結）　　　　　　　　　平成14年4月18日

上 場 会 社 名　　株式会社　　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　大・東

コ ー ド 番 号　　８２３３                                　　　　　本社所在都道府県　大阪府

問 合 せ 先    責任者役職名    取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　　　      氏        名　　本  多　  恭  晴　　　　　　　　  ＴＥＬ  06－6631－1101

決算取締役会開催日　平成14年4月18日

米国会計基準採用の有無　　有・◯無
１． 14年2月期の連結業績（平成13年3月1日～平成14年2月28日）

（１）連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　(注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営 業 利 益        経 常 利 益        

14年2月期

13年2月期

　　　　　　百万円　　　％
  １,２０５,８７２  　 1.1

〔１,１６８,８６７  　 1.0〕
　１,１９２,２１１  △ 0.1
〔１,１５７,３６３  △ 0.3〕

　　　　　　百万円　　　％
　　　 １８,９２９  △ 4.9

　　   １９,９００　  46.5

　　　　　　百万円　　　％
　　　 ２０,９４１     12.5

　　   １８,６１０ 　  18.3

当 期 純 利 益        
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

14年2月期
13年2月期

百万円　 ％

△５７,５０９   ―
　  ８,３２３  29.4

　円　銭

△１８８　８５

 ２７　６５

　円　銭

　　　―

　　　―

％

△２７．９

　３．８

％

　２．４

　２．１

％

　１．８

　１．６

(注) ① 持分法投資損益　　14年2月期　1,598百万円  　13年2月期　1,068百万円

②期中平均株式数（連結）　14年2月期　304,514,655株　　13年2月期　301,013,205株

③会計処理の方法の変更　　有・◯無

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産        株 主 資 本        株 主資本比率        １株当たり株主資本        

14年2月期

13年2月期

百万円
    ８９４,６５６

    ８８２,１２８

百万円
    １８１,６８３

    ２３１,２０６

％
　　　　２０．３

　　　　２６．２

円　　銭
       ５９５　６１

   　　７６１　３５
（注）期末発行済株式数（連結）　14年2月期　305,033,553株　　13年2月期　303,677,619株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による         

キャッシュ・フロー         

投資活動による         

キャッシュ・フロー         

財務活動による         

キャッシュ・フロー         

現金及び現金同等物         

期 末 残 高         

14年2月期
13年2月期

百万円
      ３６,９８７
　　　２７,９８１

百万円
    △ １８,４１３
 　 △　 ４,０２４

百万円
    △  ２６,３１０
    △　２３,４７０

百万円
    　 ３４,８９１
       ４１,８７５

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　３０社　　　持分法適用関連会社数　１０社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　連結  (新規)　　０社　　（除外）　１社　 　持分法  (新規)　　０社　　　（除外）　　１社

２．15年2月期の連結業績予想（平成14年3月1日～平成15年2月28日)

営 業 収 益        

〔 売 上 高 〕        
営業利益     経 常 利 益     当期純利益     

中 間 期     

通  期     

　　　　　百万円　　　％
  　 ５８８,０００  △0.5
〔　 ５６９,０００  △0.7〕
  １,２１０,０００  　0.3
〔１,１７３,０００    0.4〕

     百万円　     ％
   ７,４００  △22.7

 ２０,０００　   5.7

      百万円　    ％
   ７,８００ △26.6
    
 ２１,２００    1.2

百万円　　％
  ２,９００  ―

  ８,８００  ―

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期) ２８円　８４銭
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【企業集団の状況】

　(1)企業集団の概要は、次のとおりであります。

　当社の企業集団は、当社と子会社60社及び関連会社22社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融・リース業等の関連会社を営んでおります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。

①　百貨店業（専門店、スーパー、飲食業を含む。）

　　当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社12社及び関連会社4社で構成し、商品の供

給、商品券等の共通取扱を行っております。

②　建装事業

　　　 連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社5社及び関連会社1社で構成し、内装工事の受注・施

工を行っております。

　　 ③　不動産業

       　連結子会社の髙栄不動産㈱等の子会社9社及び関連会社6社で構成し、当社グループの不動産管理とショッ

ピングセンター等の運営を行っております。

　　 ④　金融・リース業

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社4社で構成し、グループ各社と金融・リース業を行っておりま

す。

     ⑤　自動車内装品製造業

　　　   連結子会社の髙島屋日発工業㈱等の子会社9社及び関連会社1社で構成し、自動車のシート等内装品の製造

を行っております。

     ⑥　その他事業

　　　　 連結子会社の髙島屋商事㈱等の子会社6社及び関連会社4社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。

　　　   連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業、関連会社2社は雑貨等の製造業を営み百貨店各社に商品の

供給を行っております。

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱ティー・エル・コーポレーシ

ョン等子会社3社は運送業を行っております。

         連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋等子会社3社及び関連会社2社はレジャー 関連業を行っております。

　　　 　当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社6社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。
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　　（2）グループ事業系統図

商
品
供
給

宣
伝
業
務
委
託

クレジットｶー ﾄ゙発行及びﾘー ｽ契約

不
動
産
賃
貸

店
舗
内
装
　
工
事
委
託

  髙島屋スペースクリエイツ㈱

  ユタカ建設工業㈱

☆グリーン化成㈱

☆㈱タック

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･INC

○ﾀｶｼﾏﾔ(ﾀｲﾗﾝﾄ )゙CO.,LTD

建装事業

　髙栄不動産㈱

　東神開発㈱

　髙栄開発㈱

※ ㈱パンジョ

☆タカサン㈱

○㈱オーガスタ

○ビッグステップ㈱

○ﾅﾄｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍ゙ﾆｭー ･CORP.
　ﾛﾃ゙ｵﾄ゙ﾗｲﾌ゙･ﾌ゚ﾛﾊﾃ゚ｨー ｽ･゙INC.

※ ﾆｰｱﾝ ﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD.

☆ﾀｶﾆﾁUSA,INC.

☆ﾄー ｼﾝﾃｨ゙ﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙPTE.,LTD

○ﾀｶﾆﾁ ﾗﾝﾄ゙ﾎｰﾙﾃｨ゙ﾝｸ゙ CORP.

不動産業

　髙島屋クレジット㈱

　髙栄商事㈱

☆㈱東神ジェネラルクリエイト

　ﾀｶｼﾏﾔ・ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･B.V.

金融・ﾘー ｽ業

　髙島屋日発工業㈱

☆ファミック㈱

☆タカテック㈱

☆ﾀｶﾆﾁ ﾌｨﾘﾋ゚ﾝ･CORP

☆ﾀｶﾆﾁ ﾍﾄ゙ﾅﾑ ｶﾝﾊﾟﾆ  ーLTD.

☆ﾀｶﾆﾁ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｲﾁﾄ゙ｼｪﾒﾊﾟﾙﾁｬﾗﾙ

　　　　　　　　　ｻﾅｲｳ゙ｪﾃｨｼ゙ｬﾚｯﾄA.S.

☆昆山髙日汽車内飾件有限公司

☆ﾄー ﾀﾙ ｲﾝﾃﾘｱ ｼｽﾃﾑｽ ゙ｱﾒﾘｶ INC

☆ティーエヌエイティー（タイランド）CO.,LTD

○ﾀｲ ｵ ﾄーﾓﾃｨﾌ゙  ｼｰﾃｨﾝｸ゙ 

　　　　　　　　　ｱﾝﾄ゙ ｲﾝﾃﾘｱCO.,LTD

自動車内装品製造業

連結財務諸表提出会社

㈱髙島屋
　

　 ㈱髙島屋友の会

 　㈱ファッションプラザ２１

　 ㈱ｻﾝﾛｰｾ・゙ﾋ゚ｰｱﾝﾄ゙ｼｰ

　 ㈱髙島屋ストア

　 ㈱アール・ティー・コーポレーション

※㈱新南海ストア

※㈱ジェイアール東海髙島屋

☆㈱ナチュラルライフ

百　貨　店　業 その他事業

　（卸売事業）

　 髙島屋商事㈱

　 ㈱グルメール

　 ㈱日本クラフト

 　㈱ローザ

※㈱ロジエ

☆台北髙島屋国際股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･PTY.,LTD

○㈱ｼｮ゙ー ｼﾞ ｼｪ゙ﾝｾﾝ ｼﾞｬﾊﾟﾝ

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

○S.A.ルロア

（衣料品、雑貨他製造・加工業）

 　㈱タップ

※髙成㈱

○P.T ﾄﾘｾﾝﾀ ｲﾝﾃﾘｱﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ

（広告宣伝業）

 　㈱エー・ティ・エー

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&

　　　　     ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD

（運送業）

 　㈱ティー・エル・コーポレーション

☆㈱ワイ・ティー・エス

☆ﾀｶﾆﾁ　ﾄﾗﾝｽﾎﾟー ﾄ㈱

　（その他）
　㈱髙島屋：通信販売事業本部

　㈱センチュリーアンドカンパニー

　㈱ホテルシーガル髙島屋

　髙島屋ビルメンテナンス㈱

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ

※㈱関西ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀー

※㈱公楽会館

☆髙島屋ビジネスサービス㈱

☆㈱関東ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀー

☆ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱

☆たまがわ生活文化研究所㈱

☆クリエイトスタッフ㈱

☆タカニチアイシステム㈱

○ディーエイチシー新宿㈱

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等

(注)無印…連結子会社

※ ……・持分法適用関連会社

☆ ……・非連結子会社

　　〇……・持分法非適用関連会社

　 ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ　LTD.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽ・゙　INC.

　ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･　INC.

※大葉髙島屋百貨股 有限公司

○統一髙島屋百華股 有限公司

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｲﾀﾘｱ･S.P.A

☆ ﾀｶｼﾏﾔ･ﾘﾃ ﾘーﾝｸ･゙ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･
                     PTY.LTD. 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

流
業
務
委
託
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【経営方針】

　　

１．会社の経営の基本方針

　当社グループは、新たな成長を目指し「髙島屋グループ　第３次中期経営計画（平成 13 年度～15 年度）」を平成

１３年３月からスタートいたしました。

　この経営計画において当社グループは、経営の基本姿勢として「全てのステークホルダーの期待に応え、公正で、

透明な経営を行い、社会に誇れ、魅力ある企業グループを実現すること」を掲げております。

　また、当社グループの目指す方向を「上質生活の実現をサポートする小売企業グループ」とし、百貨店事業を核と

してグループの力を結集し、上質を求める生活者にすぐれた商品・情報・サービスを最適な形で編集する小売企業グ

ループの実現を目指しております。そのために、コーポレートガバナンスの強化を目指し、経営機構の見直しを検討

するとともに、ＩＲ活動を強化し、情報開示を積極的に推進してまいります。

　さらに上記の内容を推進する上で、男女共同参画への対応、省エネ・省資源・リサイクルの促進など環境保全活動、

高齢者・障害者への対応、危機管理への対応、他社とのコラボレーション等を特に重視して進めてまいります。

２．会社の利益配分に関する基本方針

　当社は当期及び将来の業績や経営環境を総合的に勘案するとともに、将来に備え経営基盤を強化することにより、

安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしております。

　この考え方を踏まえ、利益配分については１株につき中間配当金３円７５銭、年間配当金７円５０銭を基本に安定

配当として継続してまいりたいと考えております。

　内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。現在の投資金額を勘案し、投

資家の皆様により投資しやすい環境を整えるために１単元の株式数の見直しを視野に入れながら、株式投資単位の引

下げにつきまして検討中であります。

４．中長期的な会社の経営戦略

　今後の当社グループを取り巻く経営環境は、世界経済の減速による影響や政府による構造改革や景気対策のもたら

す先行き不透明感等があり、景気の回復と個人消費の持ち直しにはまだ時間を要すると思われます。また小売業界に

おいては、デフレ環境下において、未だオーバーストアであり競合はますます激化すると思われ、引き続き厳しい状

況が続くと予測されます。

　このような中、当社グループは「第3 次中期経営計画」において以下の事項を基本的な経営戦略として掲げており

ます。主な取り組みと当期の進捗状況は以下の通りであります。
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①百貨店事業の強化

　収益基盤である大型店の営業力強化を目指し、昨年10月全館リニューアルオープンした新宿店を皮切りに、大阪・

東京・横浜等順次改装を実施していくなど経営資源を優先的に投入してまいります。また、髙島屋ブランド商品によ

る店舗の特徴化、顧客情報システムを駆使した顧客視点の売場作りや効果的な販促などを引き続き進めてまいります。

②グループ経営の強化

　グループ全体の業務支援機能を分社化して集約・標準化するなど、グループ組織を整備し、経営管理の強化を図り

ます。また、グループ各社が各事業分野において事業基盤を確立して市場競争力を高めることを目指し、事業分野毎

の集約・再編に積極的に取り組んでおり、当期は飲食、商業ディベロッパー、インテリア、物流の各事業分野で実施

いたしました。今後は更に中核事業である百貨店事業と、商品事業・商業ディベロッパー事業の連携強化に向けた仕

組みづくりを行い、グループ収益力の向上に繋げてまいります。

③経営基盤の強化

　グループ総資産の圧縮と有利子負債の削減に向けて、キャッシュ・フローの一元管理によるグループファイナンス

体制の確立を推進し、資産効率の低い資産の売却と回収した資金の有利子負債返済への充当を進めております。また、

投資はキャッシュ・フローの範囲内とし効果的な投資を実施します。投資内容は、大型店を中心とする百貨店事業の

営業力強化を目的とするものから優先的に行っております。

　一方、営業費の更なる削減に向けて同業他社との共同化を推進し、物流コストや用度品などの調達コストの削減を

進めております。今後更に人件費の変動費化による総額抑制、施設の有効活用による賃借物件の返却等を実施し、ロ

ーコスト経営を継続してまいります。

５．目標とする経営指標

　平成１５年を最終年度とする「第３次中期経営計画」の経営目標は、以下の通りであります。

　　・連結売上高　　　　　　　１兆２千億円

　　・連結経常利益　　　　　　　２７５億円

　　・連結総資本経常利益率　　　３．２％

　　・ｸ゙ ﾙー ﾌ゚ 有利子負債削減額　　３２０億円
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【経営成績】

１．業績の概要

　当期におけるわが国経済は、急激に減速した米国経済の影響による輸出の低下や、設備投資・生産の減少等が企業

活動を収縮させ、政府の年度見通しもマイナス成長となるなど一段と悪化しました。個人消費においてもその影響は

大きく、進行するデフレ経済の中、相次ぐ企業倒産や株価の下落、先行きに対する不安感等から消費マインドは冷え

込み、低迷状態が続きました。

　百貨店業界におきましても、このような状況の中で、全国百貨店売上高は５年連続して前年水準を下回る厳しい結

果となりました。

　当社グループにおきましては、中核である百貨店事業の強化と営業構造の改革に向けて、収益基盤である大型店へ

の集中投資や、お客様のご要望に的確にお応えする品揃えの充実などに取り組みました。また、経営の効率化に向け

て、同業他社との物流業務共同化、用度品共同購買によるコスト削減や間接部門の分社化への取り組みの他、グルー

プ資金の一元管理や保有資産の見直しを推進いたしました。

　以上のような営業諸施策を進めた事により、売上高は１，２０５，８７２百万円（前年同期比１．１％増）となり

ました。また、有利子負債の削減に伴う支払利息の減等により経常利益は２０，９４１百万円（前年同期比１２．５％

増）となりました。しかしながら、退職給付会計をはじめとする新会計制度に対応したことにより、当期純損失は、

５７，５０９百万円（前年同期比 ― ％）となりました。

（注）上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。

２．キャッシュ・フローの状況

　　

　当連結会計年度末の、現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローによって得た収入を、営業力強

化を目指した設備投資と積極的な有利子負債の削減に充てると伴に、キャッシュマネジメントシステムの導入を契機

に当社グループ資金の効率的な活用に努めた結果、前連結会計年度に比べ６，９８４百万円減少し、３４，８９１百

万円（前年同期比１６．７％減）となりました。この内非連結子会社の合併による増加額が２３８百万円影響してい

るため実質的には７，２２２百万円の減少となります。

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、退職給付会計の適用による特別損失等のため、税金等調整前

当期純損失は９６，９４０百万円となりましたが、経常利益２０，９４１百万円と減価償却費１７，６３９百万円等

により、３６，９８７百万円（前年同期比３２．２％増）となりました。主な増加の要因は、経常利益の増と、たな

卸商品の圧縮及び長期保証金の差入れ額減少等によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、１８，４１３百万円の支出（前年は４，０２４百万円の支出）で、前年よ

り１４，３８９百万円の支出増となりました。主な要因は、当社における設備投資、投資有価証券の取得支出の増加

及び海外金融子会社における投資有価証券の売却収入の減少によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、２６，３１０百万円の支出（前年は２３，４７０百万円の支出）で、前年

と比べ２，８４０百万円の支出増となりました。主な要因は、社債の発行及び長期借入、短期借入による収入と1 年

内償還予定社債の償還及び長期借入金、短期借入金の返済による支出の差引で３，６０７百万円の支出増となったこ

とによるものです。
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３．セグメント別の業績

＜百貨店業＞

　百貨店業では、当社におきましては、大阪店の全館及び京都店の食料品を中心とする改装を順次進めました。また、

新宿店・堺店の全館改装では大型電器専門店を導入し、お客様の増大と売上の拡大を図りました。同時に、創業 170

周年を記念して「百華祭」「イタリアンフェア」「劈頭展」「京・華舞台」を展開し、お客様のご来店促進に努めま

した。あわせて、営業日数の増加や営業時間の延長を行い、お買物の利便性を高めるとともに、婦人服の新ブランド

「オンプレビュー」やイタリアの高級食料品「ペック」、リビング雑貨「マピエス」など髙島屋ブランド商品の拡充

や、お取引先と共同でオリジナル商品「Ｔ－ＯＷＮ」の企画開発に努め、当社ならではの商品展開を進めました。

　さらに、店内案内やお買い物相談への対応を強化する等、サービスの向上に取り組みました。

このような諸対策を実施し、東京店・横浜店等の１０店で売上高は前年実績を上回り、百貨店事業合計でも前年実績

を上回ることができました。

　また、タカシマヤシンガポールＬＴＤにおきましては、引続き厳しい経営環境ではありますが、食料品フロアのリ

ニューアルの効果もあり順調に推移し、前年の売上を大幅に上回りました。

　なお、グループの再編・統合を推進する中で、昨年２月飲食事業３社の合併によりスタートいたしました新会社の

㈱アール・ティー・コーポレーションにつきましては、後方業務の共同化や食材の集中仕入れにより事業効率を高め、

順調に推移いたしました。また、商業ディベロッパー事業の競争力を高めることを目指し、本年１月に㈱髙島屋サン

ローゼとトーシンピーアンドシー研究所㈱を合併し、㈱サンローゼ・ピーアンドシーをスタートさせました。

　以上の結果、売上高は９８７，１６４百万円、営業利益は８，８０７百万円となりました。

＜建装事業＞

　建装事業では、金融機関を中心とした企業の統合・再編による需要や首都圏でのホテルのリニューアル工事等の受

注を行いましたが、長引く建設需要の低迷や、前年の㈱ジェイアール東海髙島屋などからの受注の反動もあり、また

利益率の高い元請工事物件のシェアが低く、減収減益となりました。なお、より一層経営効率と市場競争力を高める

ため、昨年９月、当社建装事業本部を子会社の㈱髙島屋工作所に営業譲渡し、新たに髙島屋スペースクリエイツ㈱と

してスタートしております。

　この結果、売上高は４３，８４９百万円、営業損失は５０７百万円となりました。

＜不動産業＞

　不動産業におきましては、国内では商業ディベロッパー事業を行う東神開発㈱が、販売用不動産の売却や柏・シン

ガポール各ＳＣの好調な売上げとテナントの出退店による家賃収入増加により増収増益となりました。

　この結果、売上高は１９，６２８百万円、営業利益は７，４０７百万円となりました。

＜金融・リース業＞

　金融・リース業におきましては、髙島屋クレジット㈱が融資・保険事業で計画を下回ったものの、カード使用増に

よる手数料収入増により営業収入が拡大しました。しかし、髙栄商事㈱では減価償却費増加により、増収減益となり

ました。

　この結果、売上高は８，２６８百万円、営業利益は１，６９２百万円となりました。
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＜自動車内装品製造業＞

　自動車内装品製造業におきましては、髙島屋日発工業㈱が、注文先企業の新車投入効果が一巡したこと等により、

売上高は前年をやや下回りました。また、原価率の高い車種の受注増加、委託生産数量の増加及び将来を見越した投

資負担の増加等により大幅な減益となりました。

　この結果、売上高は９０，０９１百万円、営業利益は６１７百万円となりました。

＜その他事業＞

　通信販売事業では、ハイランドクラブ会員数の拡大や媒体の見直しや新規媒体の投入等積極的に販売促進を進めま

したが、主力のファッション関連商品が低迷し、売上高は前年実績を下回りました。

　また卸売事業では、㈱グルメールが輸入食品の内容を拡充し売上の拡大を図りましたが、主力の食料品ギフト商品

の売上が伸び悩み減収減益となりました。

　なお運送業におきまして、外部市場の開拓とグループ物流コストの削減を目的に、事業陣容を整備拡充すべく昨年

１０月、子会社の㈱タフと㈱髙島屋物流サービスを合併し、㈱ティー・エル・コーポレーションとしてスタートして

おります。

この結果、売上高は５６，８７１百万円、営業利益は８６２百万円となりました。

４．次期の見通し

　平成１４年度の景況につきましては米国経済の回復による輸出の拡大等により景気が底を打つ期待はあるものの、

回復力は弱く、低迷状態が続くと予測される雇用・所得環境の個人消費への影響など先行きは不透明であり、経営環

境は引き続き厳しい状況が続くものと思われます。

　当社グループといたしましては、このような厳しい経営環境のもと、「第3次中期経営計画」の2年目に当たり、

「髙島屋ブランド価値」を向上させ、中期経営計画の最終目標を確実に達成するための取り組みを強化していく重要

な年度と位置づけております。また、株主懇親会の開催や本年 3 月より新たに設置したＩＲ室による情報開示の推進

など、ステークホルダーとのコミュニケーションを強化してまいります。

　百貨店業では、当社におきましては、話題性のある海外催の開催や、秋にはアパレルメーカーと共同開発した新ブ

ランドを展開するなど、店舗の魅力度アップを目指します。同時に、お客様の声を商品開発・品揃え・施設・サービ

ス面に一層反映し、楽しく買物しやすい魅力ある店舗づくりに努めてまいります。

　また、シンガポールタカシマヤＬＴＤにおきましては、引き続き厳しい経営環境の中、食料品フロアのリニューア

ル効果の発揮や新規催しの開催により、収益確保に向け営業諸施策を行なってまいります。

　建装事業では、新たにスタートした髙島屋スペースクリエイツ㈱が、統合の効果を発揮し経営の効率化と市場競争

力向上の実現を目指してまいります。

　不動産業では、堅調に推移している髙栄不動産㈱及び東神開発㈱において、オフィスビル賃貸事業ならびにディベ

ロッパー事業により保有資産を有効活用し、安定的に利益確保を目指すよう努めてまいります。

　金融・リース業においては、カードショッピング・融資・保険など各々の事業を拡充する一方、今年の８月よりＩ

Ｃ対応カードへ順次切替を行い、偽造・不正利用被害拡大の防止を図ってまいります。

　自動車内装品製造業では、工場の生産体制を整備し、注文先企業からの受注の拡大に努めます。

　さらに、各種サービス業として、グループ各社の後方管理業務処理を一括受託することによりグループ管理経費の

ローコスト化と経営管理の強化を推進していくために、新会社「髙島屋ビジネスサービス㈱」を設立し、本年３月よ

り業務を開始いたしました。

　以上のような事業活動によりまして、次期の連結売上高は１兆２１００億円、経常利益は２１２億円、当期純利益

を８８億円見込んでおります。

（注）上記売上高には「その他の営業収入」を含めております。
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比　較　連　結　貸　借　対　照　表

                                                                             （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

（１４．２．２８）

前連結会計年度

（１３．２．２８）

増　減　高

（△）

（資産の部）        

流 動 資 産        ２３２，５６８ ２５５，０５８ △　　　２２，４８９

　　現 金 及 び 預 金          ３６，７９２ ４４，８２５ △　　　　８，０３３

　　受取手形及び売掛金          １０７，０１５ １０５，５２６ １，４８８

　　有 価 証 券          １０，７６７ １４，９２０ △　　　　４，１５３

　　た な 卸 資 産          ５２，２０８ ５８，９９２ △　　　　６，７８３

　　短 期 貸 付 金          １，３４５ １，５０１ △　　　　　　１５６

　　繰 延 税 金 資 産          ３，７１８ ２，３７９ １，３３９

　　そ の 他          ２３，３３８ ２９，３５０ △　　　　６，０１１

　　貸 倒 引 当 金          △　　　　２，６１８ △　　　　２，４３９ △　　　　　　１７８

固 定 資 産        ６６２，０８７ ６２７，０７０ ３５，０１７

有形固定資産        ３１３，９２２ ３０８，４７１ ５，４５０

　　建 物 及 び 構 築 物          １２７，６９４ １３０，１２５ △　　　　２，４３１

　　機械装置及び運搬具          ５，２２１ ４，８７４ ３４６

　　器 具 及 び 備 品          ２２，５８０ ２０，３３２ ２，２４８

　　土 地          １５５，１６４ １５３，０４６ ２，１１８

　　建 設 仮 勘 定          ３，２６１ ９２ ３，１６８

無形固定資産        １５，４８３ １６，３７１ △　　　　　　８８８

　　借 地 権          ７，０７２ ６，９９３ ７９

　　連 結 調 整 勘 定          ３，４４８ ４，１５２ △　　　　　　７０４

　　そ の 他          ４，９６２ ５，２２６ △　　　　　　２６３

投資その他の資産 ３３２，６８２ ３０２，２２６ ３０，４５５

　　投 資 有 価 証 券          ９０，３３９ ８２，０２３ ８，３１５

　　長 期 貸 付 金          ８３，６６２ ８５，１７８ △　　　　１，５１５

　　長 期 保 証 金          １２４，４６４ １２５，９１２ △　　　　１，４４８

　　繰 延 税 金 資 産          ３９，０８０ 　　　　３，５５１ ３５，５２８

　　そ の 他          ７，６６２ ９，５９７ △　　　　１，９３５

　　貸 倒 引 当 金          △　　　１２，５２８ △　　　　４，０３９ △　　　　８，４８９

資 産 合 計        ８９４，６５６ ８８２，１２８ １２，５２８
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（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

（１４．２．２８）

前連結会計年度

（１３．２．２８）

増　減　高

（△）

（負債の部）        

流 動 負 債        ３７４，９１０ ３７９，２４１ △　　　　４，３３１

　　支払手形及び買掛金          １０９，１２１ １１１，７４８ △　　　　２，６２６

　　短 期 借 入 金          ８１，００１ ６８，６５４ １２，３４６

　　社債（１年内償還）          １４，５１５ ３０，５７２ △　　　１６，０５７

　　未 払 法 人 税 等          ４，３１３ ２，１０１ ２，２１１

　　未 払 消 費 税 等          ２，１４７ ２，１１９ ２８

　　未 払 費 用          １３，１６５ ８，７００ ４，４６４

　　前 受 金          ５３，５３９ ５１，４０８ ２，１３１

　　商 品 券          ４３，３１２ ４２，５６０ ７５１

　　預 り 金          ２３，３１３ ２４，４７９ △　　　　１，１６６

　　繰 延 税 金 負 債          １７ １８ △　　　　　　　　１

　　そ の 他          ３０，４６２ ３６，８７５ △　　　　６，４１３

固 定 負 債        ３２９，３１２ ２６３，１１７ ６６，１９５

　　社 債          ３１，３００ ４５，７３５ △　　　１４，４３５

　　長 期 借 入 金          １４３，４６３ １４７，９４３ △　　　　４，４８０

　　退 職 給 与 引 当 金          ― ２６，３３９ △　　　２６，３３９

　　退 職 給 付 引 当 金          １１３，４９６ ― １１３，４９６

　　役員退職慰労引当金          ６３１ ― ６３１

　　持分法適用に伴う負債 １７７ １４７ ３０

　　繰 延 税 金 負 債          ２，５０５ 　　　　５，３１１ △　　　　２，８０６

　　再評価に係る繰延税金負債          ３，９３７ ３，６０７ ３３０

　　そ の 他          ３３，８００ ３４，０３２ △　　　　　　２３１

負 債 合 計        ７０４，２２３ ６４２，３５９ ６１，８６４

　　　（少数株主持分）

少数株主持分        ８，７４９ ８，５６２ １８６

（資本の部）        

資 本 金             ３８，８４５ ３８，８４５ ―

資 本 準 備 金            ２７，０８５ ２７，０８５ ―

再 評 価 差 額 金            ５，４３６ ４，９８１ ４５５

連 結 剰 余 金            １０３，１１９ １６２，７９８ △　　　５９，６７９

その他有価証券評価差額金             ６，７９７ ― ６，７９７

為 替 換 算 調 整 勘 定             ４０７ △　　　　１，６１１ ２，０１９

自 己 株 式             △　　　　　　　　８ △　　　　　　６３５ ６２６

子会社の所有する親会社株式 ― △　　　　　　２５７ ２５７

　資 本 合 計        １８１，６８３ ２３１，２０６ △　　　４９，５２２

負債、少数株主持分及び資本合計 ８９４，６５６ ８８２，１２８ １２，５２８
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比　較　連　結　損　益　計　算　書

（単位　百万円）

期　別

科　目

当連結会計年度

(13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

(12.3.1～13.2.28）

増　減　高

（△）

増減率

％

売 上 高          １，１６８，８６７ １，１５７，３６３ １１，５０４ １．０

その他の営業収入          ３７，００５ ３４，８４７ ２，１５７ ６．２

　　営 業 収 益 計         １，２０５，８７２  １，１９２，２１１ １３，６６１ １．１

売 上 原 価          ９０２，４８４ 　　８８２，０００ ２０，４８３ ２．３

販売費及び一般管理費 ２８４，４５８ ２９０，３１０ △　　　５，８５１ △　　２．０

　　 営 業 費 用 計         １，１８６，９４２ １，１７２，３１０ １４，６３２ １．２

　　　　営 業 利 益           １８，９２９ １９，９００ △　　  　　９７０ △　　４．９

　　　受取利息・配当金           ２，７８７ ２，７４３ ４４ １．６

　　　持分法による投資利益           １，５９８ １，０６８ ５２９ ４９．６

　　　その他営業外収益           ６，７０８ ７，００９ △ 　　   　３０１ △　　４．３

　　営業外収益計        １１，０９４ １０，８２１ ２７２ ２．５

　　　支 払 利 息           ５，６５２ ６，６９０ △      １，０３８ △　１５．５

　　　その他営業外費用           ３，４３０ ５，４２０ △      １，９９０ △　３６．７

　　営業外費用計        ９，０８２ １２，１１１ △      ３，０２８ △　２５．０

　　　　経 常 利 益           ２０，９４１ １８，６１０ ２，３３０ １２．５

特 別 利 益          １，７２４ ２，８００ △   　 １，０７６ △　３８．４

特 別 損 失          １１９，６０５ ５，７８１ １１３，８２４ ―

 税金等調整前当期純利益（純損失△） △　　９６，９４０ １５，６３０ △　１１２，５７０ ―

法人税、住民税及び事業税 ５，７８１ ４，１５０ １，６３１ ３９．３

過年度法人税、住民税及び事業税 ― ５４７ △　　　　　５４７ ―

法 人 税 等 調 整 額            △　　４４，９５３ １，１８８ △　　４６，１４２ ―

少 数 株 主 利 益            ― １，４１９ △　　　１，４１９ ―

少 数 株 主 損 失           　　　　　２５９ ― 　　　　　２５９ ―

　当期純利益（純損失△） △　　５７，５０９ ８，３２３ △　　６５，８３３ ―
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比　較　連　結　剰　余　金　計　算　書

                                                                                          （単位　百万円）

　　　　　　期　別

科　目

当連結会計年度

(13.3.1～14.2.28)

前連結会計年度

(12.3.1～13.2.28)

増　減　高

（△）

連結剰余金期首残高 １６２，７９８ １５５，４０２ ７，３９５

連結剰余金増加高         ２５９ １，５５４ △　　１，２９４

　連結子会社持分割合変更に伴う増加額                   ２５ ８６５ △８３９

　土地再評価に係る未実現利益の修正額                   ― ６１９ △６１９

　連 結 子 会 社 合 併 に 伴 う 増 加 額                 ― ６８ △６８

　非連結子会社との合併に伴う増加額 ２３３ ― ２３３

連結剰余金減少高         ２，４２８ ２，４８２ △　　　　　５３

　配 当 金                   ２，２８４ ２，２１６ ６８

　役 員 賞 与                   １０４ ９８ ５

　連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 減 少 額                   ― １５８ △　　　　１５８

　連 結 子 会 社 減 少 に 伴 う 減 少 額                 ― ８ △　　　　　　８

　再 評 価 差 額 金 取 崩 額 ３９ ― ３９

当期純利益（純損失△） △　　　５７，５０９ ８，３２３ △　６５，８３３

連結剰余金期末残高 １０３，１１９ １６２，７９８ △　５９，６７９
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

科　　目

当連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益（純損失△）                 

減 価 償 却 費                   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                   

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額                   

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額                   

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額                 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額                   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                   

支 払 利 息                   

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   

固 定 資 産 売 却 益                 

固 定 資 産 除 却 損                   

有価証券・投資有価証券売却損益                   

投 資 有 価 証 券 評 価 損                   

売 上 債 権 の 増 減 額                   

た な 卸 資 産 の 減 少 額                   

仕 入 債 務 の 減 少 額                 

役 員 賞 与 の 支 払 額                   

その他営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                 

　　　　　小　　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                   

利 息 の 支 払 額                   

法 人 税 等 の 支 払 額                   

△　　９６,９４０

１７,６３９

８３７

８,６６７

△　　２６,３３９

１１３,４９６

６３１

△　　　２,７８７

５,６５２

△　　　１,５９８

△　　　　 １７３

３,２１９

△　　 　　１６３

１０,０３２

△　　　２,０４１

６,９０４

△　　　３,３０５

△　　　　 １０４

９,６０３

４３,２３０

３,１２０

△　　　５,７７５

△ ３,５８８

１５,６３０

１５,７６５

７９６

２７２

２,２４３

―

―

△　　  ２,７４３

６,６９０

△　　  １,０６８

△　 　　　８５２

２,２７５

△　　　１,９８３

７１４

６５６

２,１４３

△　　  ２,９３５

△　　　 　　９８

４６４

３７,９７０

３,３９９

△　　　６,５３１

△　　　６,８５７

営業活動によるキャッシュ・フロー ３６,９８７ ２７,９８１

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                   

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                   

有価証券・投資有価証券の取得による支出

有価証券・投資有価証券の売却による収入

有形・無形固定資産の取得による支出                   

有形・無形固定資産の売却による収入                   

短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額                   

長 期 貸 付 に よ る 支 出                   

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                   

その他投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                 

△　　　２,４９３

３,５６７

△　　　６,４９６

８,０１５

△　　２４,１１２

１,１９２

２９０

△　　　 　１８７

１,８０８

２

△　　　３,６５５

６,９１７

△　　　５,５３７

１８,１６９

△　　１８,６８４

２,５７１

△　 　　　　４０

△　　　５,２４８

１,５５２

△　　 　　　７０

投資活動によるキャッシュ・フロー △　　１８,４１３ △　　　４,０２４

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額                 

長 期 借 入 に よ る 収 入                   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                   

社 債 の 発 行 に よ る 収 入                   

社 債 の 償 還 に よ る 支 出                   

配 当 金 の 支 払 額                   

その他財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ                 

８,４５４

１９,８００

△　　２２,６８６

―

△　　３０,７８３

△　　　２,２８４

１,１８９

△　　１８,７１４

２９,９９０

△　　２７,１５６

３０,０００

△　　３５,７２７

△　　　２,２１６

３５４

財務活動によるキャッシュ・フロー △　　２６,３１０ △　　２３,４７０

Ⅳ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額                        ５１３ ２２９

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                     △　　　７,２２２ ７１６

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                        ４１,８７５ ４０,２１３

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                        ― ９４４

Ⅷ．非連結子会社合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ２３８ ―

Ⅸ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高                     ３４,８９１ ４１,８７５
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社      　　　　３０社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、髙栄不動産㈱、東神開発㈱、髙島屋日発工業㈱

　　　　　　　　　　　　　　髙島屋商事㈱他）

非連結子会社　　　　３０社

　㈱タフと㈱髙島屋物流サービスは、㈱タフを存続会社として当連結会計年度中に合併し、社名を㈱ティー・エ

ル・コーポレーションと変更しました。また、㈱髙島屋サンローゼと非連結子会社のトーシンピーアンドシー研

究所㈱は、㈱髙島屋サンローゼを存続会社として当連結会計年度中に合併し、社名を㈱サンローゼ・ピーアンド

シーと変更しました。また、当社の建装事業本部における営業を当連結会計年度中に㈱髙島屋工作所に譲渡し、

㈱髙島屋工作所は社名を髙島屋スペースクリエイツ㈱と変更しました。

　非連結子会社は総資産、売上高、利益額、剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

関 連 会 社      　　　　１０社（㈱パンジョ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、大葉髙島屋股 有限公司他）

(２)持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由

非連結子会社　　　　３０社

関 連 会 社      　　　　１２社

　㈱京王百貨店は当社が保有する同社全株式を、平成13年5月31日に京王電鉄㈱に売却したため、持分法適用

関連会社から除外しました。

　持分法非適用会社は利益額及び剰余金の観点からみていずれも小規模であり、全体として連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち髙島屋スペースクリエイツ㈱及び髙島屋日発工業㈱は、3 月決算のため仮決算を行い連結し

ております。また、子会社の決算日が連結決算日と異なり、仮決算を行っていないものについては、連結決算日

までの間に生じた重要な取引について連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有 価 証 券      

満期保有目的債券　　　償却原価法

その他有価証券        　　（時価のあるもの）

　　　　　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算定しております。）

　　　　　　　　　　　（時価のないもの）

　　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法

②デリバティブ      　　　      時価法
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③たな卸資産

商 品      　　　　 主として売価還元法及び個別法による原価法

製 品         　　　　 主として先入先出法による原価法

貯 蔵 品      　　 先入先出法による原価法

　

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　 　　　主として定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　 　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

　　　②無形固定資産 　　　　　定額法を採用しております。

　　　但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピューターソフトウエア開発費

については、５年間で均等償却しております。

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

　なお、会計基準変更時差異（８７,４６６百万円）については、当連結会計年度において一括費用処理して

おります。

③役員退職慰労引当金

　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(４)重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(５)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　なお、為替予約取引・スワップ取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っ

ております。また、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用して

おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象　　　　外貨建債権・債務及び借入金の支払金利

③ヘッジ方針

　　当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすること

としております。
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④ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。

⑤リスク管理体制

重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また

は稟議決裁を行い、当社管理本部財務部で取引を実行するとともに管理しております。また、通常の外貨

建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引については、各社の所管

部門で取引を実行するとともに、当社管理本部財務部で取引残高を把握し管理しています。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

      連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

      連結調整勘定は、５年間及び２０年間で均等償却しております。なお、連結調整勘定で少額なものは、発生年

度に一括償却しております。

７．利益処分項目の取扱いに関する事項

      利益処分項目は連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

９．その他

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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追　加　情　報

１.退職給付会計

　当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

退職給付費用が８６,２５７百万円増加、経常利益は１,２０９百万円増加し、税金等調整前当期純損失は

８６,２５７百万円増加しております。

また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示しております。なお、セグメント情報に与える影

響は（セグメント情報）に記載しております。

　また、前連結会計年度まで「退職給与引当金」に含めて表示しておりました役員退職慰労引当金は、従業

員に対する退職給付引当金と区分するため、当連結会計年度より独立項目で区分掲記しております。なお、

前連結会計年度「退職給与引当金」に含まれる「役員退職慰労引当金」は、８４３百万円であります。

２.金融商品会計

　当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年1月22日））を適用しております。なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であ

ります。

　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、満期保有目的債券のうち１年内に満期の

到来するものは流動資産の「有価証券」として、それ以外は投資その他の資産の「投資有価証券」として表

示しております。この結果、流動資産の「有価証券」は９,６８８百万円減少し、投資その他の資産の「投

資有価証券」は同額増加しております。

３.外貨建取引等会計基準

　当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場

合と比較して、経常利益は８７百万円増加し、税金等調整前当期純損失は８７百万円減少しております。

　　　

　　　４.ポイント金券の費用処理について

　　　　　　当社は、タカシマヤクレジットカードによる売上に対してポイントを付与し、一定のポイント獲得者に

　　　　　ポイント金券（「お買物券」）を交付しております。

　　　　　　当該ポイント金券については、従来回収時に費用処理をしておりましたが、ポイント金券制導入後5年

　　　　　の経験に基づきポイント金券の回収及び販売促進効果の収益との対応関係の実態に合わせて、当連結会計

年度からポイント金券の発行時に費用処理することとしました。これに伴い、前連結会計年度末における

ポイント金券の未回収残高１,５９３百万円を特別損失で一括処理しております。

　　　　　　この結果、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業利益及び経常利益は２１４百万

円減少し、税金等調整前当期純損失は１,８０８百万円増加しております。

　　　５.未払従業員賞与の表示科目について

　　　　　　前連結会計年度まで流動負債「その他」に計上しておりました未払従業員賞与（前連結会計年度

４，８１０百万円）は、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（リサーチ・センター

審理情報NO.15　日本公認会計士協会　平成13 年2 月14 日）に従い、当連結会計年度末残高４，８１７

百万円については、未払費用に計上しております。
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貸借対照表注記        

当連結会計年度 前連結会計年度

１．有形固定資産減価償却累計額 ２１１,５０８百万円 ２０５,３９７百万円

２．自己株式の数

所有株式の数 　

自己株式 １０,８２９株 ８０４,０１２株

子会社の所有する親会社株式 ―　株 ５６２,７５１株

　　合　　　　　計 １０,８２９株 １,３６６,７６３株

３．担保資産及び担保債務

（１）担保に供している資産

現金及び預金        ３１百万円 ３１百万円

短 期 貸 付 金        ７１百万円 ７１百万円

その他（流動資産） ―　百万円 ７５百万円

建物及び構築物        １１，１５７百万円 １２，６９４百万円

土 地        ２１，４４９百万円 ２０，８８０百万円

投資有価証券        １，４７２百万円 ５３２百万円

長 期 貸 付 金        ５１，４６９百万円 ５２，０５６百万円

長 期 保 証 金        ６４，８０３百万円 ６４，８００百万円

合　　　　　計 １５０，４５５百万円 １５１，１４１百万円

（２）担保付債務

短 期 借 入 金        ５００百万円 ２，６４０百万円

一年内長期借入金 ５，１０１百万円 ３，４２１百万円

一年内償還社債        ３００百万円 ６００百万円

社 債        １，３００百万円 ２，２００百万円

長 期 借 入 金        ６９，２７０百万円 ７７，７０６百万円

合　　　　　計 ７６，４７１百万円 ８６，５６９百万円

４．偶発債務

①銀行借入金等に対する連帯保証

タカニチＵＳＡ，ＩＮＣ． １，５８３百万円 ―　百万円

タ カ サ ン ㈱ ４１４百万円 ４４１百万円

そ の 他 ７ 件 １，３２０百万円 ８３０百万円

②従業員の住宅ローンに対する連帯保証 ４，１６５百万円 ４，５１４百万円

合　　　　　　計 ７，４８４百万円 ５，７８７百万円
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５．当社及び連結子会社３社において「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34

号）及び平成11年3月31日の同法律の改正に基づき、事業用土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については当該差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上しこれを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び同条第 4 号に定める路線価に合理的な調整を

行って算出する方法によっております。

再評価を行った年月日

当社及び連結子会社１社　　　　　　　平成１３年　２月２８日

連結子会社１社　　　　　　　　　　　平成１２年１２月３１日

再評価を行った土地の当期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額　　　　　　　７，３２８百万円

再評価を行った年月日

     連結子会社１社　　　　　　　　　　　平成１４年 ３月３１日

　　　　再評価前の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　３，００９百万円

　　　　再評価後の帳簿価額　　　　　　　　　　　　　　３，７２６百万円
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損益計算書注記        

当連結会計年度 前連結会計年度

１．特別利益の内訳

土 地 売 却 益 ２３９百万円 ９２２百万円

投資有価証券売却益            ２１６百万円 １，３５８百万円

退職給付信託設定益 ２７６百万円 ―　百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ３５３百万円 ２６百万円

自己株式及び子会社の所有

する親会社株式売却益 ３６１百万円 ―　百万円

そ の 他            ２７７百万円 ４９２百万円

２．特別損失の内訳

固 定 資 産 除 却 損 ２，８６２百万円 １，００６百万円

事務所返却等に伴う原状回復費用 ９１５百万円 ４２７百万円

投資有価証券評価損            ９，９２１百万円 ７１４百万円

　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ９，０６８百万円 ９２５百万円

　　会員権売却損及び評価損 １，１５１百万円 ４４１百万円

商 品 評 価 損 ２，９１２百万円 ―　百万円

退職給付会計基準変更時

差異費用処理額 ８７，４６６百万円 ―　百万円

ポイント金券精算額 １，５９３百万円 ―　百万円

適格退職年金過去勤務費用 ―　百万円 １，３２０百万円

そ の 他            ３，７１２百万円 ９４５百万円

連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書上の現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度

現金及び預金 ３６，７９２百万円 ４４，８２５百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △　　１，９０１百万円 △　　２，９５０百万円

現金及び現金同等物の期末残高 ３４，８９１百万円 ４１，８７５百万円
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リース取引に関係する注記

１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（借　主　側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額　　 （単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

機械装置及び運搬具

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

２６９

１４７

３９６

３２７

△　　１２７

△　　１７９

　　期 末 残 高 相 当 額          １２１ ６９ ５２

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,４６１

９５０

１,２８６

９１８

１７４

３１

　　期 末 残 高 相 当 額          ５１１ ３６８ １４２

合 計          

　　取 得 価 額 相 当 額          

　　減価償却累計額相当額

１,７３０

１,０９７

１,６８３

１,２４５

４７

△　　１４８

　　期 末 残 高 相 当 額          ６３２ ４３７ １９５

　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

　　　　　ため、支払利子込み法により算定しております。

　　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

１ 年 内            ２１９ １９６ ２３

１ 年 超            ４１２ ２４１ １７１

合 計            ６３２ ４３７ １９５

　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

　　　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　③支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

支 払 リ ー ス 料            ２５９ ２４０ １８

減 価 償 却 費 相 当 額            ２５９ ２４０ １８

　　

④減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（貸　主　側）

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

器 具 及 び 備 品         

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

２,９８７

１,３０２

１,６７５

８１４

１,３１２

４８７

　　期 末 残 高         １,６８４ ８６０ ８２４

合 計          

　　取 得 価 額       

　　減価償却累計額        

２,９８７

１,３０２

１,６７５

８１４

１,３１２

４８７

　　期 末 残 高         １,６８４ ８６０ ８２４

　　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

１ 年 内            ５２３ ２８１ ２４２

１ 年 超            １,１６１ ５７８ ５８２

合 計            １,６８４ ８６０ ８２４

　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額

　　　　　が営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しております。

　　③受取リース料及び減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

受 取 リ ー ス 料           ４５５ ２３６ ２１８

減 価 償 却 費           ４５５ ２３６ ２１８

　　

２． オペレーティングリース取引

（借　主　側）

・ 未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　要
当連結会計年度

(14.2.28)

前連結会計年度

(13.2.28)
増　減　高

１ 年 内            １５,０６２ １５,３３１ △   　　２６９

１ 年 超            １９１,０２８ ２０７,３６５ △  １６,３３７

合 計            ２０６,０９０ ２２２,６９７ △  １６,６０６
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繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

　科　　目

当連結会計年度

（14.2.28）

前連結会計年度

（13.2.28）

(1)繰延税金資産

・たな卸資産有税評価減

・未払賞与

・貸倒引当金損金算入限度超過額

・未払事業税

・税務上の繰越欠損金

・未実現利益

・賞与引当金損金算入限度超過額

・厚生年金基金特別掛金

・その他

１，２３９

７０４

５０８

４０４

３２２

－

－

－

６７８

２１８

－

３７８

４４５

２４５

４６５

３３４

１７１

４７８

　　　　繰延税金資産　小計

・評価性引当額

３，８５６

△　　　　１０３

２，７３８

△　　　　　２４

　　　　繰延税金資産　合計

・繰延税金負債との相殺

３，７５３

△　　　　　３４

２，７１３

△　　　　３３４

　　　　繰延税金資産の純額 ３，７１８ ２，３７９

(2)繰延税金負債

・貸倒引当金調整

・その他

３４

１７

３３４

１８

　　　　繰延税金負債　合計

・繰延税金資産との相殺

５１

△　　　　　３４

３５３

△　　　　３３４

流　動　の　部

　　　　繰延税金負債の純額 １７ １８

(1)繰延税金資産

・退職給付引当金損金算入限度超過額

・株式評価減

・貸倒引当金損金算入限度超過額

・未実現利益

・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発費償却超過額

・税務上の繰越欠損金

・会員権評価減

・適格退職年金過去勤務費用

・その他

３９，８７０

３，８００

３，３０７

３，２１９

１，７８４

８６５

５０７

－

１，８４０

２，７００

－

５１６

３，２３１

１，８６３

１，０４８

－

５４１

１，８９１

　　　　繰延税金資産　小計

・評価性引当額

５５，１９４

△　　１，２２３

１１，７９３

△　　１，０６６

　　　　繰越税金資産　合計

・繰延税金負債との相殺

５３，９７１

△　１４，８９０

１０，７２６

△　　７，１７４

　　　　繰延税金資産の純額 ３９，０８０ ３，５５１

(2)繰延税金負債

・固定資産圧縮積立金

・ 貸倒引当金調整

・ その他有価証券評価差額金

１０，８３２

１，１８６

５，３７７

１０，９７２

１，５１３

―

　　　　繰延税金負債　合計

・繰延税金資産との相殺

１７，３９６

△　１４，８９０

１２，４８６

△　　７，１７４

固　定　の　部

　　　　繰延税金負債の純額 ２，５０５ ５，３１１

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

当連結会計年度

（14.2.28）

前連結会計年度

（13.2.28）

　税金等調整前当期純損失を計上したため、 法定実効税率 42.0％

　当該事項は記載しておりません。 ・交際費等一時差異でない項目 4.0％

調 ・住民税の均等割 1.1％

・連結子会社繰越欠損金等税効果未認識額 △　5.2％

整 ・持分法による投資利益 △　2.9％

・その他 △　1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.7％
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント情報

　　　　１３年２月期（自 平成12年3月1日　至 平成13年2月28日）    　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上

高(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

975,655

2,258

45,557

1,033

13,087

21,869

7,887

7,468

90,819

－

59,203

67,567

1,192,211

100,196

－

(100,196)

1,192,211

－

計 977,913 46,590 34,957 15,356 90,819 126,771 1,292,407 (100,196) 1,192,211

　営 業 費 用      969,792 46,191 29,505 13,152 87,879 125,323 1,271,845 ( 99,534) 1,172,310

　営 業 利 益      8,121 398 5,451 2,203 2,940 1,447 20,562 (    662) 19,900

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 488,188 28,020 178,848 89,313 33,167 28,983 846,521 35,606 882,128

　減価償却費      8,019 111 2,833 1,771 2,673 223 15,632 132 15,765

　資本的支出      6,753 959 2,149 3,257 4,026 295 17,442 1,242 18,684

　　　

　　　１４年２月期（自 平成13年3月1日　至 平成14年2月28日）　      　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・

リース業

自動車内

装品製造業

その他

事業
計

消去又は

全社
連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

(1)外部顧客に対する売上

高(その他営業収入を含む)

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高

987,164

2,437

43,849

905

19,628

21,703

8,268

7,747

90,091

－

56,871

79,558

1,205,872

112,352

－

(112,352)

1,205,872

－

計 989,601 44,755 41,331 16,015 90,091 136,429 1,318,225 (112,352) 1,205,872

　営 業 費 用      980,793 45,262 33,924 14,323 89,474 135,567 1,299,345 (112,402) 1,186,942

営業利益又は営業損失

（△） 8,807 △ 507 7,407 1,692 617 862 18,879 50 18,929

Ⅱ資産、減価償却費及び

資本的支出

　資　　　　産 477,640 26,603 174,502 89,043 35,374 28,480 831,644 63,012 894,656

　減価償却費      8,548 109 2,987 2,869 2,517 211 17,243 395 17,639

　資本的支出      11,814 78 3,764 4,304 4,982 273 25,217 (139) 25,078

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業、金融・リ

ース業及び自動車内装品製造業に区分しました。

２．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 70,529 百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及

び管理部門に係る資産等であります。

３．当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は95,680百万円であり、

その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管

理部門に係る資産等であります。
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４．（追加情報）に記載のとおり、当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、「百貨店業」の営業費用は1,182 百万円、「自動車内装品製造業」の営

業費用は282 百万円、減少し、営業利益はそれぞれ同額増加しております。また「建装事業」の営業費用

は29百万円、「不動産業」の営業費用は51百万円「金融・リース業」の営業費用は5百万円、「その他

事業」の営業費用は169百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

２．所在地別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での売上高及び資産の金額が、

全セグメントの売上高の合計額及び資産の金額の合計額のそれぞれ90％超であるため、記載を省略しております。

３．海　外　売　上　高

　　　前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載

を省略しております。
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生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

（１）生　産　実　績

（単位　百万円）

生　　　　　産　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

建 装 事 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

１７，６０５

９０，１６９

１，２６９

１４，９４９

９０，７２７

１，４３３

合　　　　　　　　　計 １０９，０４３ １０７，１１０

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（２）受　注　実　績

（単位　百万円）

受　　注　　高 受　注　残　高
事業の種類別

セグメントの名称
　当連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

　当連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

建　装　事　業 ２６，７５９ １５，４６５ １４，８２５ ６，０８９

合　　　　　計 ２６，７５９ １５，４６５ １４，８２５ ６，０８９

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．自動車内装品製造業及びその他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は

　　　　　含めておりません。

３．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。

（３）販　売　実　績

（単位　百万円）

販　　　　　売　　　　　高

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度

（13.3.1～14.2.28）

前連結会計年度

（12.3.1～13.2.28）

百 貨 店 業             

建 装 事 業             

不 動 産 業             

金 融 ・ リ ー ス 業             

自 動 車 内 装 品 製 造 業             

そ の 他 事 業             

９８７，１６４

４３，８４９

１９，６２８

８，２６８

９０，０９１

５６，８７１

９７５，６５５

４５，５５７

１３，０８７

７，８８７

９０，８１９

５９，２０３

合　　　　　　　　　計 １，２０５，８７２ １，１９２，２１１

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売高には、「その他の営業収入」を含めて表示しております。
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（有価証券関係）

　（当連結会計年度）（平成14年2月28日現在）

有　価　証　券

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　　　　　　分 連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

（１）国債・地方債       ６，６１８ ６，９９７ ３７８

（２）社　　　　　債 ７，６５５ ７，８６３ ２０８

小　　　　　　計 １４，２７３ １４，８６０ ５８６

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの

（１）国債・地方債       ２９４ ２９３ △　　　　　０

（２）社　　　　　債 ８，０４６ ７，７３３ △　　　３１２

小　　　　　　計 ８，３４０ ８，０２７ △　　　３１３

合　　　　　　計 ２２，６１４ ２２，８８７ ２７３

２．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　　　　　　分 取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差　　　額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

（１）株　　　　　式 １４，５５５ ２８，４６４ １３，９０８

（２）債　　　　　券

　　　　　国債・地方債       ６２ ６５ ２

　　　　　社　　　　　債 １５ ２４ ８

（３）そ　　の　　他 １９４ １９６ ２

小　　　　　　計 １４，８２８ ２８，７５０ １３，９２２

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

（１）株　　　　　式 １６，４５９ １５，２５９ △　１，２００

（２）債　　　　　券

　　　　　社　　　　　債 ４３２ ３９３ △　　　　３９

（３）そ　　の　　他 １，００９ １，００９ ―

小　　　　　　計 １７，９０１ １６，６６２ △　１，２３９

合　　　　　　計 ３２，７３０ ４５，４１２ １２，６８２



－ 28 －

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　　　　分 売　　却　　額 売却益の合計額 売却損の合計額

（１）株 式        ７３ ２１ ３１

（２）債 券        1 ０ ―

（３）そ の 他        ２７９ ― ―

合　　　　　　計 ３５３ ２１ ３１

４．時価評価されていない有価証券　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

区　　　　　　　　　　　　分 連結貸借対照表計上額

（１）子会社及び関連会社株式

　　　　非　上　場　株　式 ２６，１５３

合　　　　　　　　　　　　計 ２６，１５３

（２）その他有価証券

　　　　非　上　場　株　式（店頭売買株式を除く） ６，３０４

　　　　貸付信託受益証券 ６２２

合　　　　　　　　　　　　計 ６，９２６

５．満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額（単位　百万円）

区　　　　　分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 １０年超

満期保有目的の債券

（１）国債・地方債       ― ３，９０９ ３，００３ ―

（２）社　　　　　債 ９，１７２ ６，５２８ ― ―

小　　　　　計 ９，１７２ １０，４３７ ３，００３ ―

その他有価証券

（１）国債・地方債       ― ６５ ― ―

（２）社　　　　　債 ― ４１７ ― ―

（３）そ　　の　　他 １，５９４ ― ― ２３３

小　　　　　計 １，５９４ ４８２ ― ２３３

合　　　　　計 １０，７６７ １０，９２０ ３，００３ ２３３
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（前連結会計年度）（平成13年2月28日現在）

有　価　証　券　の　時　価　等

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）
種　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 評　価　損　益

２,０９７

１１,８７１

５０

３,０４１

１１,５５６

４７

９４４

△         ３１４

△             ３

流動資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 １４,０１９ １４,６４５ ６２６

３７,６４８

１４,５５０

９０７

６２,６７１

１４,５７１

９０７

２５,０２３

２０

０

固定資産に属するもの

株　　　　　　　　　式

債　　　　　　　　　券

そ　　　　の　　　　他

小　　　　　　　　　計 ５３,１０６ ７８,１５０ ２５,０４３

合　　　　　　　　　計 ６７,１２６ ９２,７９５ ２５,６６９

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　（１）上場有価証券

　主に東京証券取引所の最終価格

　（２）店頭売買有価証券

　日本証券業協会が公表する売買価格等

　（３）非上場の証券投資信託の受益証券

基準価格

（４）非上場債券

　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価

格。なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日については、債券の種類等の別にそれぞれ最も多

く用いられている日としております。

　　　２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　流動資産に属するもの

　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２７百万円

　　・マネー・マネージメント・ファンド　　　　　　　　　　　　　１７４百万円

　　固定資産に属するもの

　　・非上場株式（店頭売買株式を除く）　　　　　　　　　　　２７,８０６百万円

　　　　　・非上場外国債券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１,０９５百万円

　　　　　・貸付信託受益証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５百万円
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（デリバティブ取引関係）

　　

　　　（当連結会計年度）（平成14年2月28日現在）

　　当社グループで行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。

　　　（前連結会計年度）（平成13年2月28日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１．取引の状況に関する事項

（１）取引の内容・取組方針・利用目的

　　　　当社及び連結子会社は、為替予約取引・通貨スワップ取引・金利スワップ取引を利用しています。

　　　　為替予約取引・通貨スワップ取引は外貨建債権・債務の為替変動リスクの回避、金利スワップ取引は

　　　有利子負債の金利変動リスクの回避を目的として利用することとしております。

　　　　なお、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針をとっています。

（２）取引に係るリスクの内容

　　　当社及び連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、為替相場の変動及び市場金利の変動によるリスク

　　を有していますが、上記のデリバティブ取引は信用度の高い金融機関に契約先を限定しているため、相手方の

　　契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しています。

（３）取引に係るリスク管理体制

　　　重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い各社の取締役会決議または稟議

　　決裁を行い、財務部で取引を実行するとともに管理しています。

　　　また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引については、

　　各社の所管部門で取引を実行するとともに、財務部で取引残高を把握し管理しています。

２．取引の時価等に関する事項

（１）通　貨　関　連

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

　
　
　
　
市
場
取
引
以
外
の
取
引

為　替　予　約　取　引

　買　　　　　　　　建

　　米　　　ド　　　ル

　　ス イ ス フ ラ ン         

　　フランスフラン         

　　イ タ リ ア リ ラ         

　　オーストラリアドル

　　香 港 ド ル         

　　スターリングポンド

　ス ワ ッ プ 取 引          

　　受取円・支払米ドル

　　受取円・支払カナダドル

　　受取米ドル・支払円

８５

３

１１４

２８

４

２７

４

８,８８０

１,０９５

３,１４０

３,４４４

１,０９５

１,１４８

８９

３

１１５

２８

５

２９

４

１３６

△　   　　　１

５０３

３

△  　　　０

１

△  　　　０

０

１

０

１３６

△        １

５０３

合　　　　　　　　　計 １３,３８５ ５,６８７ ９１５ ６４５
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（注）１．為替予約取引は先物為替相場を使用しております。また、通貨スワップ取引については当該デリバティブ取引に係る契約を約定

　　　　　した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．外貨建債権・債務に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建債権・債務で、連結貸借

　　　　　対照表において当該円貨額で表示されているものについては開示の対象から除いております。

　　　３．上記の通貨スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。

（２）金　利　関　連

（単位　百万円）

前　連　結　会　計　年　度　（平成13年2月28日現在）

契　　約　　額　　等
区
　
分

種　　　　　　類

うち１年超
時　　　価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

金利スワップ取引           

　

　受取変動・支払固定（円）

　受取固定・支払変動（円）

　受取変動・支払固定（ドル）

２,３９２

３,１８７

８０３

８９８

３,１８７

８０３

△　　　７６

１５１

△      ４２

△　　　７６

１５１

△　　　４２

合　　　　　　　　　計 ６,３８３ ４,８８９ ３２ ３２

（注）１．時価は当該金利スワップ取引に係る契約を約定した金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　　　２．上記の金利スワップ取引の契約額等は、あくまで名目的な契約額であるため、当該金額自体が各々の取引に係る市場リスクや

　　　　　信用リスクを表わすものではありません。



－ 32 －

退　職　給　付

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。また、従業員の退職に際して、退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成１４年２月２８日現在）

（１）退職給付債務 △　２４６，４０５百万円

（２）年金資産 １２７，３５１百万円

（３）退職給付信託 ３００百万円

（４）未積立退職給付債務 △　１１８，７５４百万円

（５）未認識過去勤務債務 △　　　３，８７５百万円

（６）未認識数理計算上の差異 ９，１３３百万円

（７）退職給付引当金 △　１１３，４９６百万円

（注）１.厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

　　　２.一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項（平成１３年３月１日～平成１４年２月２８日）

（１）勤務費用 ７，３７２百万円

（２）利息費用 ８，１８１百万円

（３）期待運用収益 △　　　４，８６８百万円

（４）過去勤務債務の費用処理額 △　　　　　４３０百万円

（５）会計基準変更時差異の費用処理額 ８７，４６６百万円

（６）早期退職制度に伴う割増金 ８２０百万円

（７）その他（注３） １，１９７百万円

（８）退職給付費用 ９９，７３９百万円

（注）１.勤務費用は、厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

　　　２.簡便法を採用しております連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

　　　３.総合設立型の厚生年金基金に加入している連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱が、当該年金基金への

要拠出額を計上する方法から年金資産を合理的に按分して計算する方法に変更したことによる増加額であ

ります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

（２）割引率 主として３．５％

（３）期待運用収益率 １．０％～４．０％

（４）数理計算上の差異の処理年数 発生時の平均残存勤務期間内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により処理しております

（５）過去勤務債務の処理年数 主として１０年

（６）会計基準変更時差異の処理年数 当期に一括処理しました
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関　連　当　事　者　と　の　取　引

１．役員及び個人主要株主等

関 係 内 容

属性
会社等

の名称
住所

資本金

又は

出資金

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有（被

所有）割合

役員の

兼任等

事業上

の関係

取引内容
取引

金額
科　目 期末残高

役員及

びその

近親者

川勝泰司   ―

百万円

― 当社取締役

南海ｻｳｽﾀﾜｰﾎﾃﾙ

㈱

代表取締役会長

直接

　　０％

兼任

　１人

　

―

（注1.2）

百万円

73

181

―

売掛金

未払金
長期保証金

百万円

6

19

(79)

975

役員及

びその

近親者

星野正宏    ―

百万円

― 当社取締役

相模鉄道㈱

代表取締役会長

直接

　　０％

    ―

　

―

（注1.2）

百万円

17

4,213

7

売掛金

未払金
長期保証金

百万円

0

172

(1,262)

8,647

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等（当

該会社等

の子会社

を含む）

㈱ﾗ･ﾌｪｽﾀ

（注４）
東京都

新宿区

百万円

１０ 衣料品の製造
加工及び販売

直接

　　―％     ― ―

当社販売

商品の仕

入

（注３）

百万円

628 支払手形

買掛金

百万円

2

76

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）南海サウスタワーホテル㈱及び相模鉄道㈱との間の取引は、いわゆる第三者のための取引であり、商品の販

売及び保証金の差入については、価格その他の取引条件は当社と関連しない他の当事者と同様の条件によっ

ております。

（注２）「長期保証金」の期末残高（　）内の金額は、１年内に償還予定の額を示すもので、貸借対照表では流動資

産「その他」に計上しております。

（注３）販売商品の仕入については、市場の実勢価格を参考にして、その都度価格交渉のうえ決定しております。

（注４）㈱ラ・フェスタは、当社取締役飯田一喜の近親者が議決権の100％を直接保有している会社であります。

（注５）取引金額には、消費税等は含まれておりません。

ご参考

　公　開　方　法　　　東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

　　　　　　　　　　　東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）


